
九州の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００９年２月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１０．３％低下して６９．３となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………輸送機械、一般機械、電子部品・デバイスなどが低下

鉱工業生産指数の２００９年２月の動き（前月比）を業種別でみると、輸送機械、一般機械、電子部品・

デバイスなどほとんどの業種が低下し、前月比で鉱工業全体は１０．３％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………悪化傾向

企業部門は生産活動が低下しています。また、家計部門は雇用環境の悪化の影響に伴う生活防衛意

識の高まりなどで、大型小売店販売額が前年を下回っています。新設住宅建設は、分譲をはじめ持家、

貸家ともに前年比減少し、公共投資も前年実績を下回っており、福岡県の景気は悪化傾向が継続して

います。

［生産活動］……………主要業種の多くで低下

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は７６．０と、前月比１１．６％低下しま

した。主要業種では化学を除き、鉄鋼、一般機械、

輸送機械で前月比低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数減少などで、
百貨店スーパーともに前年割れ

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどから、前年比５．７％減の

４８０億円となりました。

業態別にみると、百貨店では電気器具を除く全

品目に亘って売り上げが落ち込み、同９．７％減と

なりました。大型スーパーは飲食料品の売上げが

やや堅調で、販売高は同２．４％減に止まりました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家の減少等で３カ月連続の前年割れ

２月の新設住宅着工戸数は、マンションの増加

により分譲で前年比８８．２％増の１，０７１戸となった

ものの、持家で同１４．２％減の６１８戸、貸家で同

３５．８％減の１，１４５戸となり、全体では同７．１％減の

２，８６６戸と、３ヵ月連続で前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は４カ月連続で前年を下回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２１．２％減の３９４件、金額が同１３．７％

減の１６４億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、九州地方整備局

や法務省の増加により「国」で同１０５．１％増となっ

たものの、「県」で同２７．９％減、「市町村」で同３９．０％

減、九州大学の新設工事減少により「独立行政法

人等」で同７５．５％減となり、全体では４ヵ月連続

で前年を下回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産により負債額は前年比約６倍

３月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の４４件となりまし

た。しかし負債額１００億円を超える大型倒産が２

件発生し、負債総額は同約６倍となる３３７億８，２００

万円と、前年を上回りました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県

2008
21122 3 4 5 6 7

2009
8 9 10 11

（億円）� （％）�
10

△10

0

0

50

100

150

200

250

300
前年比�

熊本県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化している

生産面では、一般機械で減少幅が拡大しているほか、内外需要の減退や在庫調整圧力の高まりを背

景に、主力の半導体や自動車関連で生産水準を一段と引き下げており、全体として減少幅が拡大して

います。また、個人消費も所得環境の悪化などにより厳しい状態が続いているほか、公共投資や住宅

投資でも前年を下回る動きが続いており、熊本県の景気は悪化しています。

［生産活動］……………輸送機械など低下し、前月比１１．５％減少

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比１１．５％減少し８１．３となり

ました。主要産業では食料品・たばこは上昇しま

したが、輸送機械や電子部品・デバイス、一般機

械で低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数減少し、
前年比１０．２％減

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどにより全品目で実績割れ

となり、前年比９．６％減の１２３億円と前年実績を下

回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］…………………貸家の減少幅大きく、前年を下回る

２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１７．８％増の３５１戸、分譲で同±０％の１１１戸となっ

たものの、貸家で同３４．５％減の３６２戸となり全体

を押し下げたため、全体では同１４．３％減の８２５戸

と、３カ月連続で前年を下回りました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年下回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２４．０％減の３２７件、金額が同３７．３％

減の９９億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、前年実績のあっ

た県合同庁舎や九州新幹線関連工事の減少などで

「国」で同５７．２％減、「県」で同１１．６％減、「市町

村」で同２９．６％減、「独立行政法人等」で同５８．２％

減となりました。全発注者合計では４カ月連続で

前年を下回りました。

［企業倒産］…………………件数は前年比減少、負債額は増加

３月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の１１件、負債総額

が同２．７倍の３６億４，４００万円となりました。倒産件

数は前年を下回りましたが、負債総額は前年比増

加しました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………厳しい状況ではあるが、一部に明るい動きも

生産面では、輸送機械（造船）などで高操業が続いているものの、電子部品・デバイスでは生産が低

下しています。また、大型小売店販売額や住宅投資で前年割れが続くなど、個人消費も依然として低

迷しており、長崎県の景気は、厳しさが増しています。ただし、公共工事は３ヵ月連続で前年を上回

り、企業倒産が前年比減少するなど、一部に明るい材料もあります。

［生産活動］……………電子部品・デバイスが低下

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は８１．４と前月比１２．８％低下しまし

た。主要業種では食料品・たばこ工業のみ前月比

で増加しましたが、電子部品・デバイスが低下し

たのをはじめ、電気機械、一般機械、輸送機械も

低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数の減少で前年割れ

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどにより、前年比７．７％減

の８６億円となりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は同９．２％

減、大型スーパーの販売高は、同７．０％減少して

います。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］…………………持家の減少大きく、前年を下回る

２月の新設住宅着工戸数は、貸家で前年比５．６％

増の２６５戸、分譲で同１０．０％増の２２戸となったも

のの、持家で同１４．６％減の２１６戸となり、全体で

は同８．０％減の５０５戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は３カ月連続で前年を上回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２５．９％増の３７４件、金額が同３５．９％

増の１２７億円と、件数、請負金額ともに前年を上

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同

１５．６％減となったものの、「国」で同７３．５％増、

「県」で同２．９％増となり、全発注者合計では３

カ月連続で前年を上回りました。

［企業倒産］…………………負債件数、総額ともに前年比減少

３月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６６．７％減の６件、負債総額

が同９３．６％減の８億４，９００万円と、緊急保証制度

の利用などもあり、ともに前年比大幅に減少しま

した。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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